
令和２年松前町条例第10号 

 松前町下水道事業に地方公営企業法の規定の全部を適用することに伴う関係条例の整理に関する条例を次のように公布する。 

  令和２年３月18日 

 

                                                松前町長 岡 本  靖 

  

松前町下水道事業に地方公営企業法の規定の全部を適用することに伴う関係条例の整理に関する条例 

 （松前町公共下水道事業特別会計条例の廃止）  

第１条 松前町公共下水道事業特別会計条例（昭和62年松前町条例第11号）は、廃止する。 

（松前町情報公開条例の一部改正） 

第２条 松前町情報公開条例（平成13年松前町条例第12号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、公文書の公開を実施する機関（以下

「実施機関」という。）とは、次に掲げる町の機関をいう。 

第２条 この条例において、公文書の公開を実施する機関（以下

「実施機関」という。）とは、次に掲げる町の機関をいう。 

(1) 町長（水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う町長を

含む。） 

(1) 町長（水道事業               管理者の職務を行う町長を

含む。） 

(2)～(7) 省略 (2)～(7) 省略 

２ 省略 ２ 省略 

（松前町下水道条例の一部改正） 

第３条 松前町下水道条例（平成13年松前町条例第15号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 



（排水施設及び処理施設に共通する構造の技術上の基準） （排水施設及び処理施設に共通する構造の技術上の基準） 

第２条の３ 排水施設（これを補完する施設を含む。次条において

同じ。）及び処理施設（これを補完する施設を含む。第２条の５

において同じ。）に共通する構造の技術上の基準は、次のとおり

とする。 

第２条の３ 排水施設（これを補完する施設を含む。次条において

同じ。）及び処理施設（これを補完する施設を含む。第２条の５

において同じ。）に共通する構造の技術上の基準は、次のとおり

とする。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

(3) 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障

が生じるおそれのないものとして下水道法施行規則（昭和42年

建設省令第37号。以下「省令」という。）第４条の３に定める

ものを除く。）にあっては、覆い又は柵の設置その他下水の飛

散を防止し、及び人の立入りを制限する措置が講じられている

こと。 

(3) 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障

が生じるおそれのないものとして松前町下水道条例施行規則（ 

平成14年規則第６号。以下「規則」という。）で   定める

ものを除く。）にあっては、覆い又は柵の設置その他下水の飛

散を防止し、及び人の立入りを制限する措置が講じられている

こと。 

(4) 省略 (4) 省略 

(5) 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう下水

道法施行令（昭和34年政令第147号。以下「政令」という。）第

５条の８第５号の規定により国土交通大臣が定める措置が講じ

られていること。 

(5) 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤

の改良、可撓
とう

継手の設置その他の規則で                

                    定める措置が講じ

られていること。 

（排水施設の構造の技術上の基準） （排水施設の構造の技術上の基準） 

第２条の４ 排水施設の構造の技術上の基準は、前条に定めるもの

のほか、次のとおりとする。 

第２条の４ 排水施設の構造の技術上の基準は、前条に定めるもの

のほか、次のとおりとする。 

(1) 排水管の内径及び排水渠
きょ

の断面積は、政令第５条の９第１号

の規定により国土交通大臣が定める数値を下回らないものと

し、かつ、計画下水量に応じ、排除すべき下水を支障なく流下

させることができるものとすること。 

(1) 排水管の内径及び排水渠
きょ

の断面積は、規則で             

             定める数値を下回らないものと

し、かつ、計画下水量に応じ、排除すべき下水を支障なく流下

させることができるものとすること。 

(2)～(5) 省略 (2)～(5) 省略 



（処理施設の構造の技術上の基準） （処理施設の構造の技術上の基準） 

第２条の５ 処理施設（終末処理場であるものに限る。第２号にお

いて同じ。）の構造の技術上の基準は、第２条の３に定めるもの

のほか、次のとおりとする 

第２条の５ 処理施設（終末処理場であるものに限る。第２号にお

いて同じ。）の構造の技術上の基準は、第２条の３に定めるもの

のほか、次のとおりとする 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設をいう。第２条の７

第６号において同じ。）は、汚泥の処理に伴う排気、排液又は

残さい物により生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生

じないよう政令第５条の10第２号の規定により国土交通大臣が

定める措置が講じられていること。 

(2) 汚泥処理施設（汚泥を処理する処理施設をいう。第２条の７

第６号において同じ。）は、汚泥の処理に伴う排気、排液又は

残さい物により生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生

じないよう規則で                      

定める措置が講じられていること。 

（終末処理場の維持管理） （終末処理場の維持管理） 

第２条の７ 法第21条第２項の規定による終末処理場の維持管理

は、次に定めるところにより行うものとする。 

第２条の７ 法第21条第２項の規定による終末処理場の維持管理

は、次に定めるところにより行うものとする。 

(1)～(5) 省略 (1)～(5) 省略 

(6) 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設には、汚泥の処理に

伴う排気、排液又は残さい物により生活環境の保全又は人の健

康の保護に支障が生じないよう政令第13条第６号の規定により

国土交通大臣及び環境大臣が定める措置を講じること。 

(6) 前号に掲げるもののほか、汚泥処理施設には、汚泥の処理に

伴う排気、排液又は残さい物により生活環境の保全又は人の健

康の保護に支障が生じないよう規則で                    

              定める措置を講じること。 

（排水設備の設置） （排水設備の設置） 

第３条 公共下水道の供用開始の日において排水設備を設置すべき

者は、当該日から６月 以内に当該排水設備を設置しなければな

らない。ただし、特別の事情により下水道事業の管理者の権限を

行う町長（以下「管理者」という。）の許可を受けた場合は、そ

の期間を延長することができる。 

第３条 公共下水道の供用開始の日において排水設備を設置すべき

者は、当該日から６箇月以内に当該排水設備を設置しなければな

らない。ただし、特別の事情により町長             

                 の許可を受けた場合は、そ

の期間を延長することができる。 

（排水設備の接続方法及び内径等） （排水設備の接続方法及び内径等） 



第４条  排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」とい

う。）を行おうとするときは、次に定めるところによらなければ

ならない。 

第４条  排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」とい

う。）を行おうとするときは、次に定めるところによらなければ

ならない。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 排水設備を公共ますに固着させるときは、公共下水道の施設

の機能を妨げ、又はその施設を損傷するおそれのない箇所及び

工事の実施方法で管理規程の定めるものによること。 

(2) 排水設備を公共ますに固着させるときは、公共下水道の施設

の機能を妨げ、又はその施設を損傷するおそれのない箇所及び

工事の実施方法で規則  の定めるものによること。 

(3) 汚水のみを排除すべき排水管の内径及び勾配は、管理者が特

別の理由があると認めた場合を除き、次の表に定めるところに

よるものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄の区分に応じ、

それぞれ同表の中欄に掲げる内径の排水管と同程度以上の流下

能力のあるものとすること。ただし、一の建築物から排除され

る汚水の一部を排除すべき排水管で延長が３メートル以下のも

のの内径は、75ミリメートル以上とすることができる。 

(3) 汚水のみを排除すべき排水管の内径及び勾配は、町長  が特

別の理由があると認めた場合を除き、次の表に定めるところに

よるものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄の区分に応じ、

それぞれ同表の中欄に掲げる内径の排水管と同程度以上の流下

能力のあるものとすること。ただし、一の建築物から排除され

る汚水の一部を排除すべき排水管で延長が３メートル以下のも

のの内径は、75ミリメートル以上とすることができる。 

省略 
 

省略 
 

（排水設備等の計画の確認） （排水設備等の計画の確認） 

第５条 排水設備又は法第24条第１項の規定によりその設置につい

て許可を受けるべき排水施設（以下これらを「排水設備等」とい

う。）の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排

水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合するものであ

ることについて、管理規程で定めるところにより管理者に申請書

を提出し、その確認        を受けなければならない。

確認を受けた計画を変更しようとする場合も、同様とする。 

第５条 排水設備又は法第24条第１項の規定によりその設置につい

て許可を受けるべき排水施設（以下これらを「排水設備等」とい

う。）の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排

水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合するものであ

ることについて、規則  で定めるところにより、申請書に必要 

な書類を添付して提出し、町長の確認を受けなければならない。 

  

２ 前項の規定にかかわらず、排水設備等の構造に影響を及ぼすお

それのない変更にあっては、同項の管理者の確認は、行わない。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添付した書類に記載

した事項を変更しようとするときは、あらかじめその変更につい



て書面により届け出て、同項の規定による町長の確認を受けなけ

ればならない。ただし、排水設備等の構造に影響を及ぼすおそれ

のない変更にあっては、その旨を町長に届け出ることをもって足

りる。 

（排水設備指定工事店の指定） （排水設備指定工事店の指定） 

第６条 排水設備等の新設等の工事（管理規程で定める軽微な工事

を除く。）は、管理者の指定を受けた者 （以下「指定工事店」

という。）でなければ、行ってはならない。 

第６条 排水設備等の新設等の工事（規則  で定める軽微な工事

を除く。）は、町長 の指定を受けたもの（以下「指定工事店」

という。）でなければ、行ってはならない。 

２ 前項の指定の有効期間は、同項の      指定を受けた日

から５年とする。ただし、特別な理由があるときは、管理者は、

これを短縮することができる。 

２ 前項の指定の有効期間は、指定工事店としての指定を受けた日

から５年とする。ただし、特別な理由があるときは、町長は    

これを短縮することができる。 

３ 省略 ３ 省略 

（指定の申請） （指定の申請） 

第７条 省略 第７条 省略 

２ 前条第１項の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した申請書を指定を受けようとする管理者に提出しなければな

らない。 

２ 前条第１項の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した申請書を指定を受けようとする町長  に提出しなければな

らない。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

３ 省略 ３ 省略 

４ 管理者は、必要と認めるときは、前項に掲げる書類以外の書類

の提出を求めることができる。 

４ 町長  は、必要と認めるときは、前項に掲げる書類以外の書類

の提出を求めることができる。 

（指定の基準） （指定の基準） 

第８条 管理者は、第６条第１項の指定の申請をした者が次の   

 いずれにも適合していると認めるときは、同項の指定を行う。 

第８条 町長  は、第６条第１項の指定の申請をした者が次の各号

のいずれにも適合していると認めるときは、同項の指定を行う。 

(1) 省略 (1) 省略 



(2) 管理規程で定める機械器具を有する者であること。 (2) 規則  で定める機械器具を有する者であること。 

(3)～(5) 省略 (3)～(5) 省略 

２ 管理者は、第６条第１項の指定をしたときは、遅滞なく、その

旨を一般に周知させる措置をとらなければならない。 

２ 町長 は、第６条第１項の指定をしたときは、遅滞なく、その

旨を一般に周知させる措置をとる        。 

（     責任技術者の登録） （松前町への責任技術者の登録） 

第10条 管理者は、責任技術者についての登録を行う。 第10条 町長  は、責任技術者についての登録を行う。 

２ 前項の登録の有効期間は、登録を受けた日から４年とする。た

だし、特別な理由があるときは、管理者は、これを短縮すること

ができる。 

２ 前項の登録の有効期間は、登録を受けた日から４年とする。た

だし、特別な理由があるときは、町長は  これを短縮すること

ができる。 

３ 省略 ３ 省略 

（     責任技術者の登録の申請） （松前町への責任技術者の登録の申請） 

第11条 前条第１項の登録を受けようとする者は、申請書に次に掲

げる書類を添えて管理者に提出しなければならない。 

第11条 前条第１項の登録を受けようとする者は、申請書に次に掲

げる書類を添えて町長  に提出しなければならない。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

（     責任技術者の登録の資格） （松前町への責任技術者の登録の資格） 

第12条 愛媛県下水道協会が行う責任技術者認定試験に合格した者

は、第10条第１項      の登録を受ける資格を有するもの

とする。 

第12条 愛媛県下水道協会が行う責任技術者認定試験に合格した者

は、松前町において責任技術者の登録を受ける資格を有するもの

とする。 

２ 管理者は、次の   いずれかに該当する者に対しては、責任

技術者の登録を行わないことができる。 

２ 町長  は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、責任

技術者の登録を行わないことができる。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

３ 管理者は、第10条第１項の登録を受けている者が、この条例に

違反したときは、その      登録を取り消し、又は６月を

超えない範囲内において、登録の効力を停止することができる。 

３ 町長は、責任技術者  の登録を受けている者が、この条例に

違反したときは、その責任技術者の登録を取消し 、又は６月を

超えない範囲内において、登録の効力を停止することができる。 



（      責任技術者証） （松前町登録の責任技術者証） 

第13条 管理者は、前条第１項に定める登録資格を有する者から第

11条の申請があったときは、第10条第１項  の登録を行い、責

任技術者証を交付する。 

第13条 町長 は、前条第１項に定める登録資格を有する者から第

11条の申請があったときは、責任技術者としての登録を行い、責

任技術者証を交付する。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 責任技術者は、前条第３項の規定により登録を取り消されたと

きは、責任技術者証を遅滞なく管理者に返納しなければならな

い。また、同項の規定により登録の効力を一時停止されたとき

は、その期間中責任技術者証を返納しなければならない。 

３ 責任技術者は、前条第３項の規定により登録を取り消されたと

きは、責任技術者証を遅滞なく町長  に返納しなければならな

い。また、同項の規定により登録の効力を一時停止されたとき

は、その期間中責任技術者証を返納しなければならない。 

４ 前３項に規定するもののほか、責任技術者証の書換え交付及び

再交付に関し必要な事項は、管理規程で定める。 

４ 前３項に規定するもののほか、責任技術者証の書換え交付及び

再交付に関し必要な事項は、規則  で定める。 

（指定工事店証） （指定工事店証） 

第14条 管理者は、指定工事店                  

  に対し、排水設備指定工事店証（以下「指定工事店証」と 

いう。）を交付する。 

第14条 町長  は、指定工事店として指定を行った工事の事業を行

う者に対し、排水設備指定工事店証（以下「指定工事店証」と  

いう。）を交付する。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 指定工事店は、第17条第１項の規定により指定を取り消された

ときは、遅滞なく管理者に指定工事店証を返納しなければならな

い。また、同項の規定により指定の効力を一時停止されたとき

は、その期間中指定工事店証を返納しなければならない。 

３ 指定工事店は、第17条第１項の規定により指定を取り消された

ときは、遅滞なく町長  に指定工事店証を返納しなければならな

い。また、同項の規定により指定の効力を一時停止されたとき

は、その期間中指定工事店証を返納しなければならない。 

４ 前３項に規定するもののほか、指定工事店証の書換え交付及び

再交付に関し必要な事項は、管理規程で定める。 

４ 前３項に規定するもののほか、指定工事店証の書換え交付及び

再交付に関し必要な事項は、規則  で定める。 

（指定工事店の責務及び遵守事項） （指定工事店の責務及び遵守事項） 

第15条 指定工事店は、下水道に関する法令、条例及び管理規程に

定めるところに従い、適正な排水設備工事の施工に努めなければ

第15条 指定工事店は、下水道に関する法令、条例及び規則  に

定めるところに従い、適正な排水設備工事の施工に努めなければ



ならない。 ならない。 

（変更の届出等） （変更の届出等） 

第16条 指定工事店は、営業所の名称及び所在地その他管理規程で

定める事項に変更があったとき、又は排水設備等の新設等の工事

の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、管理規程で

定めるところにより、その旨を管理者に届け出なければならな

い。 

第16条 指定工事店は、営業所の名称及び所在地その他規則  で

定める事項に変更があったとき、又は排水設備等の新設等の工事

の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、規則   で 

定めるところにより、その旨を町長  に届け出なければならな

い。 

（指定の取消し又は一時停止） （指定の取消し又は一時停止） 

第17条 管理者は、指定工事店が次の   いずれかに該当すると

きは、第６条第１項の指定を取り消し、又は６月を超えない範囲

内において指定の効力を停止することができる。 

第17条 町長  は、指定工事店が次の各号のいずれかに該当すると

きは、第６条第１項の指定を取り消し、又は６月を超えない範囲

内において指定の効力を停止することができる。 

(1)～(6) 省略 (1)～(6) 省略 

２ 省略 ２ 省略 

（排水設備等の工事の検査） （排水設備等の工事の検査） 

第18条 排水設備等の新設等を行った者は、その工事を完了したと

きは、工事の完了した日から５日以内にその旨を管理者に届け出

て、その工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に

適合するものであることについて、町の職員の検査を受けなけれ

ばならない。 

第18条 排水設備等の新設等を行った者は、その工事を完了したと

きは、工事の完了した日から５日以内にその旨を町長  に届け出

て、その工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に

適合するものであることについて、町の職員の検査を受けなけれ

ばならない。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査をした場合において、そ

の工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合し

ていると認めたときは、当該排水設備等の新設等を行った者に対

し、管理規程で定めるところにより、検査済証を交付するものと

する。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査をした場合において、そ

の工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合し

ていると認めたときは、当該排水設備等の新設等を行った者に対

し、規則  で定めるところにより、検査済証を交付するものと

する。 

（水質適合のための除害施設の設置等） （水質適合のための除害施設の設置等） 



第21条 法第12条の11第１項の規定により、次に定める基準に適合

しない汚水（法第12条の２第１項又は第５項の規定により公共下

水道に排除してはならないこととされるものを除く。）を継続し

て排除して公共下水道を使用する者は、除害施設を設け、又は必

要な措置をしなければならない。 

 (1) 政令                第９条の４第１項各

号に掲げる物質 それぞれ当該各号に定める数値 

(2)～(10) 省略 

（水質管理責任者制度） 

第21条 法第12条の11第１項の規定により、次に定める基準に適合

しない汚水（法第12条の２第１項又は第５項の規定により公共下

水道に排除してはならないこととされるものを除く。）を継続し

て排除して公共下水道を使用する者は、除害施設を設け、又は必

要な措置をしなければならない。 

 (1) 下水道法施行令（昭和34年政令第147号）第９条の４第１項各

号に掲げる物質 それぞれ当該各号に定める数値 

 (2)～(10) 省略 

（水質管理責任者制度） 

第22条 除害施設又は特定施設を設置した者は、管理規程で定める

ところにより、その維持管理に関する業務を行う水質管理責任者

を選任し、遅滞なく、その旨を管理者に届け出なければならな

い。 

第22条 除害施設又は特定施設を設置した者は、規則  で定める

ところにより、その維持管理に関する業務を行う水質管理責任者

を選任し、遅滞なく、その旨を町長  に届け出なければならな

い。 

（除害施設の設置等の届出） （除害施設の設置等の届出） 

第23条 除害施設を設置し、休止し、又は廃止しようとする者は、

管理規程で定めるところにより、あらかじめ、その旨を管理者に

届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするとき

も、同様とする。 

第23条 除害施設を設置し、休止し、又は廃止しようとする者は、

規則  で定めるところにより、あらかじめ、その旨を町長 に 

届け出なければならない。届け出た事項を変更しようとするとき

も、同様とする。 

（排除の停止又は制限） （排除の停止又は制限） 

第24条 管理者は、公共下水道への排除が次のいずれかに該当する

ときは、排除を停止させ、又は制限することができる。 

第24条 町長  は、公共下水道への排除が次の各号の一に該当する

ときは、排除を停止させ、又は制限することができる。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

(3) 前２号に掲げるもののほか、管理者が管理上必要があると認

めるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、町長  が管理上必要があると認

めるとき。 

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出） 



第25条 使用者は、公共下水道の使用を開始し、休止し、若しくは

廃止し、又は現に休止しているその使用を再開しようとするとき

は、管理規程     で定めるところにより、あらかじめ、そ

の旨を管理者に届け出なければならない。 

第25条 使用者が 公共下水道の使用を開始し、休止し、若しくは

廃止し、又は現に休止しているその使用を再開しようとするとき

は、当該使用者は、規則で定めるところにより、あらかじめ、そ

の旨を町長  に届け出なければならない。 

２      使用者が変わったときは、新たに使用者となった者

が遅滞なくその旨を管理者に届けなければならない。 

２ 当該施設の使用者が変わったときは、新たに使用者となった者

が遅滞なくその旨を町長  に届けなければならない。 

３ 省略 ３ 省略 

（使用料の徴収） （使用料の徴収） 

第26条 省略 第26条 省略 

２ 使用料は、使用月ごとに、その使用月における公共下水道の使

用について徴収する。ただし、管理者が必要と認めるときは、２  

月分 をまとめて徴収することができる。 

２ 使用料は、使用月ごとに、その使用月における公共下水道の使

用について徴収する。ただし、町長  が必要と認めるときは、２

箇月分をまとめて徴収することができる。 

３ 省略 ３ 省略 

４ 前２項の規定にかかわらず、管理者は、土木建築に関する工事

の施工に伴う排水のため公共下水道を使用する場合その他の公共

下水道を一時使用する場合において必要があると認めるときは、

使用料を前納させることができる。この場合において、使用料の

精算及びこれに伴う追徴又は還付は、使用者から公共下水道の使

用を廃止した旨の届出があったときその他管理者が必要があると

認めたときに行う。 

４ 前２項の規定にかかわらず、町長  は、土木建築に関する工事

の施工に伴う排水のため公共下水道を使用する場合その他の公共

下水道を一時使用する場合において必要があると認めるときは、

使用料を前納させることができる。この場合において、使用料の

精算及びこれに伴う追徴又は還付は、使用者から公共下水道の使

用を廃止した旨の届出があったときその他町長  が必要があると

認めたときに行う。 

（使用料の算定方法） （使用料の算定方法） 

第27条 省略 第27条 省略 

２ 使用者が使用した汚水の量の算定は、次の各号の水量を合計す

るものとする。 

２ 使用者が使用した汚水の量の算定は、次の各号に定めるところ

による   。 

(1) 水道水を使用した場合は、水道の使用水量（         (1) 水道水を使用した場合は、水道の使用水量とする。ただし、



２以上の使用者が給水装置を共同で使用している場合におい

て、それぞれの使用者の使用水量を確知することができないと

きは、それぞれの使用者の使用の態様を勘案して管理者が認定

する水量） 

２以上の使用者が給水装置を共同で使用している場合におい

て、それぞれの使用者の使用水量を確知することができないと

きは、それぞれの使用者の使用の態様を勘案して町長が認定す

る。    

(2) 水道水以外の水を使用した場合は、             

     使用者の使用の態様を勘案してその使用水量として

管理者が認定する水量 

(2) 水道水以外の水を使用した場合は、その使用水量とし、当該

使用水量は使用者の使用の態様を勘案して町長が認定する。   

             

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使用する水の量がその

営業に伴い公共下水道に排除する汚水の量と著しく異なるものを

営む使用者は、管理規程で定めるところにより、使用月ごとにそ

の使用月に公共下水道に排除した汚水の量及びその算出の根拠を

記載した申告書を、管理者に提出しなければならない。この場合

においては、前項の規定にかかわらず、管理者は、その申告書の

記載を勘案してその使用者の排除した汚水の量を認定するものと

する。 

(3) 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使用する水の量がそ

の営業に伴い公共下水道に排除する汚水の量と著しく異なるも

のを営む使用者は、規則で定めるところにより、使用月ごとに

その使用月に公共下水道に排除した汚水の量及びその算出の根

拠を記載した申告書を、町長に提出しなければならない。この

場合においては、前２号の規定にかかわらず、町長は、その申

告書の記載を勘案してその使用者の排除した汚水の量を認定す

るものとする。 

４ 省略 ３ 省略 

（資料の提出） （資料の提出） 

第28条 管理者は、使用料を算出するために必要な限度において、 第28条 町長  は、使用料を算出するために必要な限度において、



使用者から資料の提出を求めることができる。 使用者から資料の提出を求めることができる。 

（改善命令） （改善命令） 

第29条 管理者は、公共下水道の管理上必要があると認めるとき

は、排水設備又は除害施設の設置者又は使用者に対し、期限を定

めて、排水設備又は除害施設の構造又は使用の方法の変更を命ず

ることができる。 

第29条 町長  は、公共下水道の管理上必要があると認めるとき

は、排水設備又は除害施設の設置者又は使用者に対し、期限を定

めて、排水設備又は除害施設の構造又は使用の方法の変更を命ず

ることができる。 

（行為の許可） （行為の許可） 

第30条 法第24条第１項の許可を受けようとする者は、管理規程で

定めるところにより、申請書を管理者に提出しなければならな

い。許可を受けた事項の変更をしようとするときも、同様とす

る。 

第30条 法第24条第１項の許可を受けようとする者は、規則   で 

定めるところにより、申請書を町長 に提出しなければならな

い。許可を受けた事項の変更をしようとするときも、同様とす

る。 

（占用） （占用） 

第32条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件（以下「占用物件」

という。）を設け、継続して公共下水道の敷地又は排水施設を占

用しようとする者は、管理規程で定めるところにより、申請書を

提出して管理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事

項を変更しようとするときも、同様とする。ただし、占用物件の

設置については、法第24条第１項の許可を受けたときは、その許

可をもって占用の許可とみなす。 

第32条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件（以下「占用物件」

という。）を設け、継続して公共下水道の敷地又は排水施設を占

用しようとする者は、規則  で定めるところにより、申請書を

提出して町長  の許可を受けなければならない。許可を受けた事

項を変更しようとするときも、同様とする。ただし、占用物件の

設置については、法第24条第１項の許可を受けたときは、その許

可をもって占用の許可とみなす。 

２ 前項の許可を受けた者から占用料を徴収する。ただし、次の     

     占用物件については、この限りでない。 

２ 前項の許可を受けた者から占用料を徴収する。ただし、次の各

号に掲げる占用物件については、この限りでない。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

(3) 前２号に掲げるもののほか、管理者が特に必要と認めるもの (3) 前２号に掲げるもののほか、町長  が特に必要と認めるもの 

３ 省略 ３ 省略 

（原状回復） （原状回復） 



第34条 第32条第１項の許可を受けた者は、その許可により占用物

件を設けることができる期間が満了したとき又は当該占用物件を

設ける必要がなくなったときは、当該占用物件を除却し、公共下

水道を原状に回復しなければならない。ただし、管理者が原状に

回復することが不適当であると認めたときは、この限りでない。 

第34条 第32条第１項の許可を受けた者は、その許可により占用物

件を設けることができる期間が満了したとき又は当該占用物件を

設ける必要がなくなったときは、当該占用物件を除却し、公共下

水道を現状に回復しなければならない。ただし、町長 が原状に

回復することが不適当であると認めたときは、この限りでない。 

２ 管理者は、第32条第１項の占用の許可を受けた者に対して、前

項の原状回復又は原状に回復することが不適当な場合の措置につ

いて必要な指示をすることができる。 

２ 町長  は、第32条第１項の占用の許可を受けた者に対して、前

項の原状回復又は原状に回復することが不適当な場合の措置につ

いて必要な指示をすることができる。 

（使用料の減免） （使用料の減免） 

第37条 管理者は、公益上その他特別の事情があると認めたとき

は、この条例で定める使用料を減額し、又は免除することができ

る。 

第37条 町長  は、公益上その他特別の事情があると認めたとき

は、この条例で定める使用料を減額し、又は免除することができ

る。 

（管理規程への委任） （規則  への委任） 

第38条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、管理規程で定める。 

（罰則） 

第39条 次   に掲げる者は、５万円以下の過料に処する。 

 (1)～(9) 省略 

(10)第５条第１項及び第30条の規定による申請書         

      、第 23条及び第 25条の規定による届出  、第 27 

条第３項   の規定による申告書又は第28条の規定による資

料で不実の記載のあるものを提出した者            

         

第38条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、規則  で定める。 

 （罰則） 

第39条 次の各号に掲げる者は、５万円以下の過料に処する。 

 (1)～(9) 省略 

 (10)第５条第１項、第30条  の規定による申請書又は図書、第５ 

条第２項本文、第 23条、第 25条  の規定による届出書、第 27 

条第２項第３号の規定による申告書又は第28条の規定による資

料で不実の記載のあるものを提出した申請者、届出書、申告者

又は資料の提出者  

（松前町公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正） 

第４条 松前町公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成13年松前町条例第16号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 



改   正   後 改   正   前 

（賦課対象区域の決定等） （賦課対象区域の決定等） 

第４条 下水道事業の管理者の権限を行う町長（以下「管理者」と

いう。）は、毎年度の当初に、当該年度内に事業を施行すること

を予定し、かつ、負担金を賦課しようとする区域（以下「賦課対

象区域」という。）を定め、これを公告しなければならない。 

第４条 町長                                          

       は、毎年度の当初に、当該年度内に事業を施行すること

を予定し、かつ、負担金を賦課しようとする区域（以下「賦課対

象区域」という。）を定め、これを公告しなければならない。 

（負担金の賦課及び徴収） （負担金の賦課及び徴収） 

第５条 管理者は、前条の公告の日現在における当該公告のあった

賦課対象区域内の土地に係る受益者ごとに、第３条の規定により

算出した負担金の額を定め、これを賦課するものとする。 

第５条 町長  は、前条の公告の日現在における当該公告のあった

賦課対象区域内の土地に係る受益者ごとに、第３条の規定により

算出した負担金の額を定め、これを賦課するものとする。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 管理者は、第１項の規定により負担金の額を定めたときは、遅

滞なく、当該負担金の額及びその納付期日等を受益者に通知しな

ければならない。 

３ 町長  は、第１項の規定により負担金の額を定めたときは、遅

滞なく、当該負担金の額及びその納付期日等を受益者に通知しな

ければならない。 

４ 省略 ４ 省略 

（負担金の徴収猶予） （負担金の徴収猶予） 

第６条 管理者は、次のいずれかに該当する場合においては、負担

金の徴収を猶予することができる。 

第６条 町長  は、次の各号の一に該当する場合においては、負担

金の徴収を猶予することができる。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

（負担金の減免） （負担金の減免） 

第７条 省略 第７条 省略 

２ 管理者は、次のいずれかに該当する受益者の負担金を減免する

ことができる。 

２ 町長  は、次の各号の一に該当する受益者の負担金を減免する

ことができる。 

(1)～(6) 省略 (1)～(6) 省略 



（受益者に変更があった場合の取扱い） （受益者に変更があった場合の取扱い） 

第８条 第４条の公告の日後、受益者の変更があった場合におい

て、当該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を管理者に届

け出たときは、新たに受益者となった者は、従前の受益者の地位

を承継するものとする。ただし、第５条第１項の規定により定め

られた額のうち当該届出の日までに納付すべき時期に至っている

ものは、従前の受益者が納付するものとする。 

第８条 第４条の公告の日後、受益者の変更があった場合におい

て、当該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を町長  に届

け出たときは、新たに受益者となった者は、従前の受益者の地位

を承継するものとする。ただし、第５条第１項の規定により定め

られた額のうち当該届出の日までに納付すべき時期に至っている

ものは、従前の受益者が納付するものとする。 

（延滞金） （延滞金） 

第10条 管理者は、第５条第３項の納付期日までに負担金を納付し

ない者があるときは、当該負担金にその納付期日の翌日から納付

の日までの期間の日数に応じ、年14.5パーセント（当該納付期日

の翌日から１月を経過するまでの期間については、年7.25パーセ

ント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金を加算して

徴収するものとする。 

 （委任） 

第11条 この条例の施行について必要な事項は、管理規程で定め

る。 

第10条 町長  は、第５条第３項の納付期日までに負担金を納付し

ない者があるときは、当該負担金にその納付期日の翌日から納付

の日まての期間の日数に応じ、年14.5パーセント（当該納付期日

の翌日から１月を経過するまでの期間については、年7.25パーセ

ント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金を加算して

徴収するものとする。 

（委任） 

第11条 この条例の施行について必要な事項は、規則  で定め

る。 

（松前町個人情報保護条例の一部改正） 

第５条 松前町個人情報保護条例（平成17年松前町条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

(1) 実施機関 町長（水道事業及び下水道事業の管理者の権限を (1) 実施機関 町長（水道事業        管理者の職務を



行う町長を含む。）、議会、教育委員会、選挙管理委員会、監

査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

行う町長を含む。）、議会、教育委員会、選挙管理委員会、監

査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

(2)～(7) 省略 (2)～(7) 省略 

（松前町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正） 

第６条 松前町行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成18年松前町条例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

(3) 町の機関 議会、地方自治法第２編第７章に規定する執行機

関として町に置かれる機関、松前町水道事業及び下水道事業の

設置等に関する条例（昭和43年松前町条例第29号）第２条に規

定する上下水道事業の管理者の権限に属する事務を処理させる

ための機関又はこれらの機関の職員であって法令上若しくは条

例等上独立に権限を行使することを認められたものをいう。 

(3) 町の機関 議会、地方自治法第２編第７章に規定する執行機

関として町に置かれる機関、松前町水道事業の設置等に関する

条例       （昭和43年松前町条例第29号） 第３条に規

定する水道事業の  管理者の権限に属する事務を処理させる

ための機関又はこれらの機関の職員であって法令上若しくは条

例等上独立に権限を行使することを認められたものをいう。 

(4)～(12) 省略 (4)～(12) 省略 

（松前町事務分掌条例の一部改正） 

第７条 松前町事務分掌条例（平成20年松前町条例第23号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

（部の分掌事務） （部の分掌事務） 

第３条 部の事務分掌は、次のとおりとする。 第３条 部の事務分掌は、次のとおりとする。 



(1)・(2) 省略 (1)・(2) 省略 

(3) 産業建設部 (3) 産業建設部 

ア～シ 省略 ア～シ 省略 

 ス 下水道に関すること。 

ス 省略 セ 省略 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 


